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資 料 ２ 

環境物品の調達に関する当面の措置について（案） 

 

 

１．第４回検討会以降の措置について 

（１）第４回検討会における結果 

第４回検討会においては、「当面の緊急対策」として、何らかの環境価値の

補填の担保措置を講じつつ、当面の調達を行うことが議論されたが、この点に

ついては、さらに本日の第５回検討会において検討を実施することとされたと

ころである。 
しかし、日々の業務の遂行に当たって、当面の調達・納入が必要となる切迫

した状況があることから、緊急避難的な措置として、「差し当たり（第５回検

討会までの間）、自主的に環境保全のための取組を講じたいとする事業者から

の納入は、可とする」こととされた。 
 

（２）差し当たりの措置について 

上記（１）の検討会における検討結果を受け、本日第５回検討会までの対応

方針として、「グリーン購入法特定調達品目の紙類に関する調達について（お

知らせ）」（平成 20 年 1 月 30 日）に示したとおりの措置を講ずるよう各府省庁

等の調達担当者に要請したところである（次頁参照）。 
翌 1 月 31 日に製紙メーカー5 社1及び日本製紙連合会より「古紙パルプ配合

率未達の問題に対するお詫び（声明）」が出され、その中で、各社が独自に行

う社会貢献活動に加え、環境保全のための目に見える追加貢献として 10 億円

程度を拠出する旨表明された。 
このため、差し当たりの調達において、製紙メーカーから納入事業者に意思

表明がつながっている場合は、当該拠出金をもって環境保全上の代替措置（オ

フセット）に相当するものとした。なお、後ほど調達者は事業者より詳細な報

告を受けることとする。また、この期間の納入量及び環境保全上の代替措置に

ついては、後日環境省への報告を求めることとする。 
 

                                            
1 王子製紙株式会社、日本製紙株式会社、大王製紙株式会社、三菱製紙株式会社及び北越製紙株

式会社であり、当該 5 社の再生紙生産量の割合（第４回検討会（1 月 29 日）報告資料より）は

コピー用紙 84.6%、塗工印刷用紙 83.9%、微塗工印刷用紙 91.2%、非塗工印刷用紙 60.2% 
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グリーン購入法特定調達品目の紙類に関する調達について（お知らせ）【抜粋】 

２．差し当たり（次回２月に予定する第５回特定調達品目検討会までの間）の対

応についてのお願い 

上記１．（第４回検討会の結果）を受けて、環境省として、差し当たり、次回

２月に予定する第５回特定調達品目検討会までの間については、次の対応方針で

あれば、その趣旨を満たすものと考えておりますので、対応方をお願いいたしま

す。 

（１）納入済み製品については、返品・回収は要しない。 

（２）既存契約に基づいて今後納入を受ける製品については、次回検討会まで

の間では、次のような措置が講じられていれば、納入を受けることを可

とする。 
① 事業者が、不足する環境価値に対し、植林、古紙回収促進への支援措

置などの環境保全のための対策を講ずる旨を、自ら申し出た場合（い

わゆるオフセットなど）。 
② 事業者が、不足する環境価値に対応するため、環境に配慮されたバー

ジンパルプ（森林認証された木材から生産されたもの、間伐材から生

産されたもの、植林木から生産されたもの）が配合された製品による

旨を、自ら申し出た場合。 
③ なお、上記①及び②の措置については、緊急避難的な措置として、現

実可能な措置を講じようとするものであるので、（ⅰ）類似する他の

措置を工夫することを受け入れる、（ⅱ）事業者の宣言があれば、実

施は納入後でもよい、（ⅲ）詳細は後日報告することで足りる等の対

応をお願いします。 

 

 

２．平成 20 年度第一四半期までの措置について 

（１）基本的な考え方 

今般の表示の乖離が発覚後に、平成 20 年度第一四半期までの間、製品供給

が滞り、既契約であるにもかかわらず、グリーン購入法の基本方針に定める判

断の基準の古紙パルプ配合率を満たさない製品を受領せざるを得ないことに

より生ずる代償措置を求める必要がある。 
 

（２）今年度内及び平成 20 年度第一四半期における措置について 

① 既に製造済みの製品の納入について 
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既に製造済みの表示に乖離のある製品を早期に市場から取り除き、適切な表

示の製品に転換していく必要があることから、当該期間についても、上記１．

（２）の差し当たりの措置と同様の事情である既に製造済みの製品の納入に関

しては、当該措置（拠出金をもって環境保全上の代替措置（オフセット）相当

とする）を実施し、納入事業者の事後の報告に基づき、納入製品とオフセット

量の管理をすることで、納入を受け入れることとしたい。オフセットについて

は、最終的に今般の問題をまねいた製紙メーカーが負うこととなるが、契約対

象者である納入事業者において、製紙メーカーに対し、拠出金の活用等の必要

な措置を求めることとする。 
なお、オフセットの過不足については、算定上の前提によって変わり得るが、

事後の報告等によって大きな問題がある場合は、製紙メーカーに対して新たな

対応を求めることとする。 
 

② 平成 20 年度第一四半期までに新規契約を要するものについて 

平成 20 年度第一四半期までに新規契約を要するものであって、グリーン購

入法の基本方針に定める判断の基準の古紙パルプ配合率を満たす製品及び表

示に乖離のあるオフセット宣言された製品が存在しないことが明らかになっ

た場合には、可能な限り古紙パルプ配合率の高い製品や森林認証など持続可能

な森林経営から生産された原料を使用したバージンパルプなどを配合した製

品を調達することとしたい。 
ただし、この場合においては、製紙メーカーに対して、環境保全上の代替措

置として追加の措置を求めることとする。 
 
③ 国等の調達実績の集計方法について 
平成 19 年度及び平成 20 年度第一四半期までの間においては、判断の基準を

満足する製品を調達できない場合にあっても、判断の基準を満足することを仕

様に明記して調達した場合、または上記①及び②に示した条件を満足する製品

については、準特定調達物品（特定調達物品に準ずる物品）として扱うことと

し、その影響等を環境省において集計・分析を実施する（裏面参照）。 
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平成１９年度特定調達品目調達実績取りまとめ表（２ or ３月） 月別集計用 ※紙類にかかる特定調達品目実績（準拠品を含む）

＜表１＞　　コピー用紙調達量 調達箱数 単位重量 調達重量 重量計（＝表２の①）

（特定調達物品） Ａ３ 箱 kg/箱 0 kg 0 kg

Ａ４ 箱 kg/箱 0 kg

Ｂ４ 箱 kg/箱 0 kg

Ｂ５ 箱 kg/箱 0 kg

その他 箱 kg/箱 0 kg

＜表２＞　

分            野 ①　特定調達物品等 ⑩　特定調達物品 ⑪　①⑩の合計 判断の基準を満足する物品等を調達できなかった場合 ⑨　備考

　　 の調達量 ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧　理由　* 該当欄に○印。適宜具体的内容を記載する。

環境への配慮の
内容

具体的仕様
環境への配慮の
内容

費用の増
加

入手できな
かった

競争性の
確保

機能・性能
上の必要
性

その他

紙 類 (8) 0 kg kg kg kg 0 kg kg

kg kg kg kg 0 kg kg

kg kg kg kg 0 kg kg

kg kg kg kg 0 kg kg

kg kg kg kg 0 kg kg

kg kg kg kg 0 kg kg

kg kg kg kg 0 kg kg

kg kg kg kg 0 kg kg

文 具 類 (79) 個 個 個 個 0 個 個

個 個 個 個 0 個 個

個 個 個 個 0 個 個

個 個 個 個 0 個 個

個 個 個 個 0 個 個

冊 冊 冊 冊 0 冊 冊

冊 冊 冊 冊 0 冊 冊

個 個 個 個 0 個 個

枚 枚 枚 枚 0 枚 枚

枚 枚 枚 枚 0 枚 枚

枚 枚 枚 枚 0 枚 枚

枚 枚 枚 枚 0 枚 枚

個 個 個 個 0 個 個

冊 冊 冊 冊 0 冊 冊

個 個 個 個 0 個 個

個 個 個 個 0 個 個

個 個 個 個 0 個 個

個 個 個 個 0 個 個

　　に準拠した物

　　品等の調達量

パンチラベル

付箋紙

事務用封筒（紙製）

窓付き封筒（紙製）

けい紙・起案用紙

ノート

タックラベル

インデックス

バインダー

ファイリング用品

レターケース

クラフトテープ

両面粘着紙テープ

製本テープ

調達量

コピー用紙

フォーム用紙

インクジェットカラープリンター用塗工紙

ジアゾ感光紙

印刷用紙（カラー用紙を除く）

消しゴム

アルバム

つづりひも

品 目

判断の基準より高
い水準を満足する
物品等の調達量

材料に紙、木質が
含まれる場合で原
料となる原木の合
法性が証明された
物品等の調達量

印刷用紙（カラー用紙）

トイレットペーパー

ティッシュペーパー

ファイル






